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（注）平均給与月額とは、給料及び職員手当（扶養手当、住居手当、通勤手当、
時間外勤務手当等）の合計です。

平均年齢平均給与月額平均給料月額区　分

４１．４歳３３３，１５６円２９８，７２９円一般行政職

４８．７歳３０８，０４１円２９０，４２０円技能労務職

国下　田　市
区　分 ２年後

の給料初任給２年後
の給料初任給

㈵種２００，０００円
㈼種１８５，８００円

㈵種１８１，２００円
㈼種１７２，２００円１８０，２００円１６９，６００円大学卒

一般
行政職

㈽種１４９，８００円㈽種１４０，１００円１５３，６００円１４２，５００円高校卒

１４６，７００円１３７，２００円１５３，６００円１４２，５００円高校卒技能
労務職

経験年数
２０年

経験年数
１５年

経験年数
１０年区　分

３０７，０００円２６２，７００円２２９，４００円大学卒
一般
行政職

２６９，３００円２３６，６００円１９８，２００円高校卒

２５６，４００円２２８，４００円１９８，２００円高校卒技能
労務職
（注）経験年数とは、学校卒業後直ちに採用され、引き続き勤務している年数
のことです。
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構成比職員数標準的な職務内容区分

１７．３％２４人主事、技師１級

１５．８％２２人主事、技師２級

１０．８％１５人主事、技師３級

３０．９％４３人係長、主幹、主査４級

１３．７％１９人課長補佐、副室長、局長補佐５級

１１．５％１６人課長、  室長、  局長、  所長、  参事、  技監６級

１００．０％１３９人計

（注）標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する職務です。
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国下　田　市
区分

勧奨 ・ 定年自己都合勧奨 ・ 定年自己都合

３０．５５月分２３．５０月分３０．５５月分２３．５０月分勤続２０年

４１．３４月分３３．５０月分４１．３４月分３３．５０月分勤続２５年

５９．２８月分４７．５０月分５９．２８月分４７．５０月分勤続３５年

５９．２８月分５９．２８月分５９．２８月分５９．２８月分最高限度

－２１，７７９千円１人当たりの
平均支給額

（注）１人当たりの平均支給額は、平成１９年度に退職した職員に支給された退
職手当の平均額です。

国下　田　市
区分

計勤勉手当期末手当計勤勉手当期末手当

２．１５月分０．７５月分１．４０月分２．１５月分０．７５月分１．４０月分６月期

２．３５月分０．７５月分１．６０月分２．３５月分０．７５月分１．６０月分１２月期

４．５０月分１．５０月分３．００月分４．５０月分１．５０月分３．００月分計
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総務課人事係　� �２２１１
※詳細は、 下田市ホームページ （市政ガイド＞職員＞定員適正化計画 ・ 人事行政等） に掲載しています。
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２４，９２９千円支給総額
１９年度

時間外勤務手当
１０１千円職員１人当たり

支給年額

１１，８８５千円支給総額
１８年度

４７千円職員１人当たり
支給年額

国の制度との比較
（異なる内容）内　容区分

国の制度と同じ
配偶者 １３，０００円
扶養親族 ６，５００円
その他 ５，０００円

扶養手当

新築家屋５年間２，５００円貸家 支給限度額 ２７，０００円
持家 ３，０００円住居手当

距離区分が異なる２�以上の通勤者
実費及び通勤距離等により通勤手当

期末手当の支給割合給料・報酬月額区分

　　６月期　　２．１０月分
　　１２月期　　２．３０月分
　　　計　　　４．４０月分

６０３，９００円市　長給
料 ５３６，４００円副市長

　　６月期　　１．６０月分
　　１２月期　　１．７０月分
　　　計　　　３．３０月分

３５０，０００円議　長

報
酬 ３１５，０００円副議長

２９０，０００円議　員
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　特殊勤務手当は、平成１８年度末までにすべて廃止され
ました。
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１人当たり
給与費
Ｂ／Ａ

職　　員　　給　　与　　費
職員数
　（Ａ） 計（Ｂ）期末 ・ 勤勉手当職員手当給　料

５，５３６１，２４５，５０４３３３，６３７９４，１３８８１７，７２９２２５人
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（注）職員手当には退職手当を含みません。　

�

�
�
�
�
�
�
�
	


�
�
�


�
�
�
�
�

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
	


�
�
�
�


�
�

�
�
�
�
�
�
�
�

�

�
�
�
�
�
��
	


�
�
�


�
�
�
�
�
�

�
�
�
�
�
�
�
�
	


�
�


�
�
�
�
�



�
�
�
�
�
�
�
�
	
�


�
�


�
�
�
�
�
�

主な増減理由
職　員　数区分　　

　　部門 対前年度増減平成２０年度平成１９年度

４人 ４人 議　　会

一般行政

４９人 ４９人 総　　務

事務の合理化△１人 １８人 １９人 税　　務

事務の合理化△１人 ９人 １０人 農林水産

７人 ７人 商　　工

１４人 １４人 土　　木

保育士の減員等△４人 ５２人 ５６人 民　　生

清掃業務員の減員等△４人 ３１人 ３５人 衛　　生

△１０人 １８４人 １９４人 小　計

幼稚園教諭､調理員､用務員
の減員等△６人 ４１人 ４７人 教　　育特別行政

１３人 １３人 水　　道

公営企業
等会計　

５人 ５人 下 水 道

後期高齢者医療制度の創設２人 １６人 １４人 そ の 他

２人 ３４人 ３２人 小　計

 （　） 内は、条例定数の合計△１４人 
（０人）

２５９人 
（２８６人）

２７３人 
（２８６人）合　　計

（注）職員数は、一般職に属する職員数です。（社会福祉法人伊豆つくし会への派遣職員は除きます）
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（注）採用は、平成１９年４月２日から平成２０年４月１日の間に採用した者の人数です。
　　　退職は、平成１９年４月１日から平成２０年３月３１日の間に退職した者の人数です。

実績
（平成２０年４月１日現在）計　画

計画期間基準となる職員数
（平成１７年４月）

進捗率削減数削減率削減数

１２１．４％３４人９．４％２８人平成１８～２２年度２９７人
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　下田市では、平成２２年度までに計２８人の人員削減を目標とする第三次定員適正化計画に
取り組み、平成２０年４月１日現在までに３４人の削減を実施しました。

離　　　職

採用

　区分

部門　
合計失職

免　職退　職

懲戒分限任期満了死亡普通勧奨定年

２１人０人１人０人０人０人２人１１人７人７人合　計

（注）教育長を含みます。
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（単位：千円）

人件費率
（Ｂ／Ａ）

人件費 
（Ｂ）

歳出額
 （Ａ）

２１．９％１，９２３，１７９８，７９７，６１８

（単位：千円）
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